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本稿は，家計の消費支出行動を個別消費の側面から分析していくものである。
消費主体としてとらえたとき，家計はその収入（所得）をその消費する時期の
違いにより貯蓄と消費に配分し，さらに今期の消費支出を多くの財に対し配
分・支出するという意思決定を行っていると考えられる。後者の問題，いわゆ
る個別消費の問題を分析していくことにより，たとえば各種の弾力性を導出し
その結果を様々な応用分析に適用していくことができる。
現在までにそれぞれ特徴を持ったいくつかの個別消費関数モデルが提唱され
ている。本稿では需要理論の検証の問題に重点をおいて分析していくため，微
分需要方程式のかたちをとるロッテルダム・モデル[3, 30]およびワーキン
グ・レッサー・モデル [23,34]を取り上げた！）。さて，このような検証を行っ
ていく場合，対象とするデータが小標本にならざるを得ないために問題が生じ
ることが知られているZ) [22, 24]。本稿では従来の手法に加えてこの小標本バ
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イアスを修正する検定方法を用いてより精度の高い検定を行うよう試みた。
本稿の構成は以下の通りである。第2節で実証分析に用いるモデルおよびデ
ータについて述べる。また，検定を行うべき需要理論についてまとめ，今回用
いる検定手法について説明を行う。第3節では実証結果の報告が行われる。ま
ず，それぞれのモデルについてその定式化や需要理論の妥当性に関する検定結
果を述べ，つづいて妥当と判断されたケースについて推定値およびそれに基づ
く弾力性の値についての検討を行う。さらに，フィットの良さを検討すること
によりモデル間の比較も行っていく。最後に第4節で，今回の分析結果につい
てまとめ，残された課題について述べる。
第 2節分析の枠組み
本稿で用いるデータは『家計調査年報』（総務庁統計局）の「年平均1カ月間
の収入と支出」の時系列データであり，その観察期間は1963~1993年の31年間
である。調査対象としては全世帯あるいは勤労者世帯の 2種類が考えられてお
り，各世帯の消費支出額”の配分・支出は以下の10品目について報告されてい
る。
1. 食品
4. 家具・家事用品
7. 交通・通信
10. その他
2. 住居 3. 光熱
5. 被服および履き物 6. 保健・医療
8. 教育 9. 教養・娯楽
先にも述べたように，品目数の多い体系で精確な推定および需要理論の検証
を行っていくことは困難である。そこで，これらの10品目を統合し，以下のよ
うな 5品目の体系を考えた4)。
① 食品
④ 被服
② 住居
⑤ その他
③ 光熱
実証分析に用いるモデルは， (1)式で与えられるロッテルダム・モデルおよび
(2)式で与えられる5)ワーキング・レッサー・モデルである6)。
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匹 Dqu= 8;DQ1 + l心店）JI …………(1) 
囮 (Dqu-DQ1) = {J;DQげ 2ぷ jDpjl …………(2)
ここでP;,qはそれぞれ第 i財の価格，需要量， X は消費支出額，
w;=p;q;/X, w;i=(wu+Wu-1)/2, 
Dqu= lnQu+1―lnqu, D. 加=lnPu+1―lnPu, 
DQ戸 2叩 d(lnqk) = d (lnX) -l叩 d(lnpk)は実質所得の変化分，
0;=/J;+囮=W;e;, 0; = a (p;q;) / axは限界配分率， e;は所得弾力性，
冗u=W;eu*'eu*は補償された価格弾力性。
需要理論の 3つの性質すなわち加法性（予算制約が満足されていること），同
次性（需要関数は価格，所得に関して零次同次であること），対称性（スルツキ
一行列が対称行列であること）は，それぞれ以下のようにパラメータに関する
線形制約式として表すことができる。
加法性による制約： l;0;= 1またはl;/3戸 1'
2ぷ j=0 
同次性による制約： 2ぷ j=0 
(for all j) 
(for all i) 
対称性による制約：冗u=冗1, (for all i and j) 
実証の際にモデルに自動的に組み込まれてしまう加法性以外の制約について
は，検定が可能である。従来，この検定には対数尤度比検定が用いられてきた鸞
これに対し，ライティネンは同次性の検定について，対数尤度比検定統計量が，
とりわけ標本数がさほど多くないときに大きな需要システムを扱おうとする場
合には有意水準に関して大きな上方バイアスを持つことを示した呵22]。また，
つづいて，マイズナーが対称性の検定の場合についても，その度合いは同次性
に比べて小さいもののやはり検定統計量が棄却の方向にバイアスを持っている
ことを示した [24]。
これ以降，この問題に対する多くの解決策が提唱されてきている。厳密な分
布に従う検定統計量の開発が行われる9)一方，バイアスを取り除くためのさま
ざまな試みがなされてきた10)。本稿では，同次性を検定する場合については，伝
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統的な対数尤度比検定による検討を行った後，ライティネンによる厳密な検定
方法[22]の適用を行う。ライティネンの方法とは， (3)式のような需要体系II)の
もとで，パラメータ・ベクトル(]*に関する線形制約が(4)式で与えられる 12)とき，
(5)式で表される検定統計量はホテリングの yz分布[1 ]に従う，というもので
ある。よって， (5)式の統計量に (n-1) (T-n-1)/(T-2n+ 1)を乗じた
値は帰無仮説が真であるとき自由度 (n-1, T-2n+ 1)のF分布に従い，
この統計量を用いて同次性を厳密に検定することができる。
y* =X/3*十c*,c*~N(O, ~®Iサ
R/3*= 0 
b'R'~-1Rb/v'(X'X) 一 IV
?、?ー、，?、???、．．．?••• 
．．?~~ 
~~ ~~． 
一方，対称性は複数の方程式にわたる制約であり，線形制約を(4)式のような
形で表現することができないため，ライティネンの手法を適用することができ
ない。そこで，対称性の検定については，対数尤度比検定の枠組みで小標本バ
イアスを修正する手法のうちイタリアナの方式13)[20]を用いて検証を行ってい
くことにする。
対数尤度比検定とは，漸近的にー21n入（入は尤度比）が制約数を自由度とする
カイニ乗分布に従うという性質を用いるものである 14)。しかしながら，あくまで
もこれは漸近的な性質であり，データの観測数が少ない場合にはバイアスが生
じる。このバイアスを修正するために，イタリアナは（脚注14のm/Tについ
て）次のような修正項を用いることを提唱した。
m/T= (du+dR)/ 2 
PT 
・・・・・・・・・・・(6)
ここで， du=PT-s-p(p+ 1)/ 2, dR =pT-r-p (p+ 1)/ 2, 
Sは制約のない場合の推定すべき体系全体のパラメータ数，
rは制約のある場合の推定すべき体系全体のパラメータ数，
p(p+l)/2は推定すべき誤差項の分散共分散行列のパラメータ
数。
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このバイアス修正方式は対称性の検定のみならず，同次性の株定にも適用可能
である。そこで，第3節では，モデルの定式化および需要理論についての妥当
性をまず伝統的な対数尤度比検定により検証し，つづいて，適用可能な範囲に
ついてはライティネンの手法による厳密な検定，また全体を通してイタリアナ
のバイアス修正方式を適用することにより，より小標本バイアスを取り除いた
かたちで理論の妥当性を再検証していくことにする。
第 3節実証結果
[ 1]定数項の必要性についての検定
今回用いる 2種類の微分需要方程式体系，ロッテルダム・モデル，ワーキン
グ・レッサー・モデルは，いずれも理論的には定数項のないかたちで定式化が
行われている。言い換えるならば，需要行動はすべて所得と価格のみで説明さ
れるとの枠組みが考えられていることになる。しかしながら，今回実証分析に
用いるデータが約30年間にわたる時系列データであることも考え合わせるなら
ば，期間中のトレンド的な動きや消費者の嗜好の変化に対応するためのパラメ
ータの存在理由も強いと思われる。そこで， (1),(2)両式に定数項をつけ加えた
モデルを考え，その必要性について検討を行った。
表 1および表2は，それぞれ10品目， 5品目の支出項目の枠組みにおいて，
各モデルの定数項の必要性に関して対数尤度比検定で検討を行った結果であ
る。なお自動的にモデルに課されてしまう加法性のみが満足されている状態を，
以下「無制約」の場合と呼ぶことにする。
表 1 定数項の必要性に関する対数尤度比検定の結果 (10品目）
ロッテルダム・モデル ワーキング・レッサー・モデル
全世帯 勤労者世帯 全世帯 勤労者世帯
無制約 33.20 45.46 25.66 41.86 
同次性 39.06 53.20 31.14 51.00 
対称性 43.30 55.40 39.08 58.72 
数値は一 2In入（入：尤度比）．が(9)。.05= 16. 92, が(9)。.DI=21.67 
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表2 定数項の必要性に関する対数尤度比検定の結果 (5品目）
ロッテルダム・モデル ワーキング・レッサー・モデル
全世帯 勤労者世帯 全世帯 勤労者世帯
無制約 22.53 16.75 17.80 12.11 
同次性 33.87 25.26 31.66 22.42 
対称性 33.60 24.28 29.85 20.89 
数値はー 2In入 (.l:尤度比），が(4)。.=9.49, が(4)。.01=13.28 
いずれのケースにおいても，ほとんどの場合において15),定数項が不要である
との帰無仮説は有意水準を 1%としても棄却されている。このことから，いず
れのモデル，いずれの品目数の場合においても定数項の必要性が示されたと考
えられる。しかしながら，第2節でも述べたように，データ数が体系の品目数
に比して大きくない場合の対数尤度比検定は棄却の方向にバイアスを持ってい
るため， (5)式で示したライティネンの統計量を用いて再度検討を行った。結果
は表3,表4に示すとおりである。これらよりライティネンの手法を用いても，
無制約の場合には若干帰無仮説が棄却されない場合もみられたものの，同次性
および対称性の制約のもとではすべての場合においてモデルの定数項が不要で
あるとの仮説は棄却されていることがわかる16)。
表3 定数項の必要性に関するライティネン統計量の結果 (10品目）
ロッテルダム・モデル ワーキング・レッサー・モデル
全世帯 勤労者世帯 全世帯 勤労者世帯
無制約 38.49 67.49 25.68 57.67 
同次性 365.41 182.02 296.27 150.02 
対称性 229.43 120.24 169.07 104.52 
検定統計量の有意水準5%の臨界値は45.08、1%の場合は71.98。
表4 定数項の必要性に関するライティネン統計量の結果 (5品目）
ロッテルダム・モデル ワーキング・レッサー・モデル
全世帯 勤労者世帯 全世帯
無制約 26.86 17.94 
同次性 50.23 31.70 
対称性 49.42 30.39 
検定統計量の有意水準5%の臨界値は12.98, 1 %の場合は19.98。
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これらの結果を総合して考えるならば，ロッテルダム・モデル，ワーキング・
レッサー・モデルともに定数項の必要性は高いと判断される 17)。よって，以下行
っていく需要理論の妥当性の検証の際には両モデルとも定数項をいれた定式化
を用いていくことにする。
[ 2]需要理論に関する検定
この項では，[1]の結果を踏まえ，ロッテルダム・モデル，ワーキング・レ
ッサー・モデルのいずれも定数項を加えた定式化を用いて，需要制約に関する
検定を行っていく。同次性，対称性といった需要理論を検証していく際の仮説
の組み合わせには次の 3通りが考えられる。
(7)帰無仮説：同次性，対立仮説：無制約 （制約数： 9または 4)
（イ）帰無仮説：対称性，対立仮説：無制約18) (制約数： 45または10)
（ウ）帰無仮説：対称性，対立仮説：同次性 （制約数： 36または 6)
表5および表6はそれぞれのケースに対する（伝統的な）対数尤度比検定の結
果である。第2節でも述べたように対数尤度比検定は棄却の方向にバイアスを
持つと考えられるが，同次性に関してはいずれの場合においても有意水準5%
で同次性制約は満足されている19)。確認のためライティネン統計量を計算した
結果を表7にまとめたが，同様に，いずれのケースにおいても同次性制約が満
足されていることがわかる20)
表 5 需要理論に関する対数尤度比検定の結果 (10品目）
ロッテルダム・モデル ワーキング・レッサー・モデル
全世帯 勤労者世帯 全世帯 勤労者世帯
（ア） 10.34 13.84 12.34 16.30 
（イ） 102.68 94.82 100.56 90.18 
（ウ） 92.34 80.98 88.22 73.88 
数値はー 2In入（入：尤度比）．が(9)。.os= 16. 92, が(36)。.01=58.57, が(45)。.01=65.92 
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表 6 需要理論に関する対数尤度比検定の結果 (5品目）
ロッテルダム・モデル ワーキング・レッサー・モデル
全世帯 勤労者世帯 全世帯 勤労者世帯
（ア） 3.18 3.76 2.88 3.35 
（イ） 20.38 17.04 22.47 17.58 
（ウ） 17.20 13.29 19.59 14.22 
数値は一 2In入 (,l:尤度比），が(4)。.,=9.49, が(6)。，,=12.59, が(6)。,01= 16. 81, 
x'OO)。、,,=18.31,x'(lO)。，01=23.21 
表 7 同次性に関するライティネン統計量の結果
ロッテルダム・モデル ワーキング・レッサー・モデル
??????
全世帯
7.83 
2.68 
勤労者世帯
11.15 
3.20 
全世帯
9.66 
13. 71 
勤労者世帯
2.42 
2.83 
検定統計量の有意水準5%の臨界値は45.08, 1 %の場合は71.98。
一方，対称性制約については表5,表6より，対数尤度比検定によればほと
んどのケースにおいて有意水準を 1%としても対称性は棄却されてしまうこ
と，わずかに集計された 5品目のレベルで対立仮説を無制約とした場合にのみ
仮説が棄却されない場合がみられることがわかる。しかし，このような結果が
標本数に比して需要体系の品目数が多いことによる小標本バイアスによるもの
である可能性も強く考えられるので，イタリアナのバイアス修正項を用いて再
度尤度比検定を行った。 (6)式で表される修正項の値は10品目モデルで（イ）の
場合0.517, (ウ）の場合0.533, 5品目モデルの場合にはそれぞれ0.725, 0.742 
である。この値を用いて修正を行った統計量を用いて再度検定を行ったところ，
帰無仮説を無制約として対称性を検定する（イ）の枠組みの場合， 10品目， 5 
品目両方の場合ともいずれのモデル，データを用いても対称性は棄却されなか
った。また，同次性制約を帰無仮説とする（ウ）の枠組みの場合， 10品目モデ
ルではすべてのケースで対称性は棄却されず， 5品目の場合にも，勤労者世帯
のデータでは 5%水準で，全世帯データの場合にも 1%水準では対称性は棄却
されなかった。脚注13でもふれたアンダーソン・ブランデルの 1%ルールをも
考え合わせるならば，今回用いた設定のもとではいずれの場合においても対称
42 
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性は満足されていたと考えても問題がないと思われる。
[ 3]推定結果および弾力性
この項では， [1],[2]の結果を踏まえ，ロッテルダム・モデル，ワーキン
グ・レッサー・モデルのそれぞれについて，定数項を加え，対称性まで課した
定式化における推定値，それにもとづく所得あるいは価格弾力性の値について
検討を行っていく。
10品目のデータを用いた場合，推定されるべきパラメータ数は75, 5品目の
データの場合には25となるが，それらのうち有意な推定値の得られた数はそれ
ぞれのケースにおいて表8にあげるとおりであった。集計されたレベルのデー
タを用いた場合にはさほど有意なパラメータ数に差はみられなかったが， 10品
目データを用いた場合にはいずれのモデルにおいても勤労者世帯データを用い
た場合に有意なパラメータ数が多く，また同種の属性データを用いた場合には
ロッテルダム・モデルの推定結果に有意なパラメータが多くみられた。たとえ
ば所得パラメータについてみてみるならば，ロッテルダム・モデルを適用した
場合にはいずれも 2.住居， 8. 教育の推定結果のみ非有意であったが，ワー
キング・レッサー・モデルを全世帯データに適用した場合には 1.食品， 4. 
家事用品， 10.その他以外の 7品目で，勤労者世帯データを用いた場合には 1.
食品， 10. その他以外の 8品目で非有意な推定値が得られた。なお10品目デー
タを用いた場合はいずれのケースにおいても有意なパラメータ数は少なく，総
パラメータ数の半数以上に有意な結果が得られたのは勤労者世帯データをロッ
テルダム・モデルに適用したケースのみであった。
表 8 各ケースにおける有意な推定値の数
ロッテルダム・モデル
全世帯 I 勤労者世帯
ワーキング・レッサー・モデル
全世帯 i 勤労者世帯
??????
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つづいて，これらの推定結果にもとづく所得および価格弾力性値について検
討を行っていく。補償された自己価格弾力性は理論的にはマイナスの値をとら
ねばならないが， 10品目データを用いた場合，全世帯データをロッテルダム・
モデルに適用した場合2.住居および8.教育の2品目で負の値が得られなか
った。また，勤労者世帯データを用いた場合いずれのモデルに適用しても， 8.
教育， 9. 教養の 2品目で補償された自己価格弾性値が負の値をとり得なかっ
た。しかしながら、これらのいずれの場合も対応する価格パラメータの推定値
は有意な値ではなかった。一方，集計されたレベルのデータを用いた場合，ぃ
ずれの補償された自己価格弾力性もマイナスの値をとった。
表9および表10はそれぞれ10品目， 5品目のデータを用いた各ケースにおけ
る所得弾力性の値を示したものである21)0
表 9 所得弾力性値 (10品目）
1. 食品 2. 住居 3. 光熱 4. 家事用品 5. 被服
ロッテルダム 全世帯 0.7828 0.3796 0.4671 1.8807 1.3139 
モデル 勤労者世帯 0.7305 0.5548 0.6488 1.3016 1.2512 
ワーキング・ 全世帯 0.6197 0.4584 0.5535 1. 7427 1.1692 
レッサー・モデル 勤労者世帯 0.5799 0.5753 0.7386 1.1794 1.0852 
6. 保健医療 7.交通通信 8. 教育 9. 教養 10. その他
ロッテルダム 全世帯 1.3762 0.9044 0.5918 0.9957 1.2826 
モデル 勤労者世帯 1.3355 0.9062 0.6510 1.2598 1.2795 
ワーキング・ 全世帯 1.3270 1.2110 0.6182 1.1263 1.3949 
レッサー・モデル 勤労者世帯 1.2903 1.2104 〇.7577 1.3299 1.3797 
表10 所得弾力性値 (5品目）
①食品 ②住居 ③光熱 ④被服 ⑤その他
ロッテルダム 全世帯 0.7846 1.1553 0.2965 1.1451 1.1633 
モデル 勤労者世帯 0. 7153 1.0150 0.4736 〇.9937 1.2225 
ワーキング・ 全世帯 0.6213 1.1265 0.4135 0.9923 1.2916 
レッサー・モデル 勤労者世帯 0.5643 〇.9644 0.5878 0.8160 1.3427 
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まず10品目データの結果について検討を行っていく。同じモデルを適用した
場合にデータの属性により所得弾性値が大きく異なったケースに，いずれのモ
デルにおいても 2.住居， 3. 光熱， 4.家事用品， 9. 教養があり， 4. 家
事用品以外の 3品目では勤労者世帯データを用いた場合により大きな所得弾性
値が得られた。また，適用したモデルの違いによる弾性値の比較を行うと，ぉ
おむね弾性値の傾向は似通っており，必需品・奢｛多品の区別にも大きな違いは
みられなかったが， 7. 交通通信ではワーキング・レッサー・モデルを適用し
た場合の方が明示的に所得弾性値が大きく算出された。 10品目のうち奢｛多品と
判断されたのは 4.家事用品， 5. 被服， 6. 保健医療， 9. 教養， 10. その
他の 5品目であり，ワーキング・レッサー・モデルを適用した場合にはこれら
に加えて 7.交通通信が奢｛多品と判断された。
集計されたデータを用いた場合，データの属性により弾性値が異なるケース
はさほどみられず， 5品目のうち③光熱のみで勤労者世帯データを用いた場合
に弾力性が大きく算出された。集計されたレベルで奢｛多品と判断されたのは②
住居，⑤その他であり，④被服も非常に奢移性の強い必需品あるいは設定によ
っては奢移品と判断された。同一の内容の費目について，品目のレベルによる
推定結果の違いがあるかを検討したところ，食品 (1.'①）についてはほぼ差
がみられなかったが，光熱 (3.'③），被服 (5.'④）では集計レベルでいず
れのケースにおいても0.15~0.25ポイント小さな弾性値が得られた。集計費目
の住居（②)は10品目分類の 2.住居と 4.家事用品の合計に対応している。
10品目分類の推定結果では， 2. 住居は弾力性が小さく必需度が高いと判断さ
れる一方， 4. 家事用品の所得弾力性は10費目中最も高い部類に属していた。
集計分類の②住居の弾力性はほぼこの中間に当たる値を示したが，このことは，
消費支出額にしめる 2.住居と 4.家事用品の支出額の比率がそれぞれ4.8%,
4.6% (全世帯）， 5.0%,4.6% (勤労者世帯）とほぽ同水準であったことを考
えると納得のいく結果であると考えられる。また， 5品目分類の⑤その他は10
品目分類の奢｛多性をみせた 6.保健医療， 10.その他，やや奢移性をみせた 7.
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交通通信， 9. 教養，大きく必需性をみせた 8.教育の 5つの費目の合計に対
応しており，⑤の弾性値はそれら 5品目の弾性値のそれぞれのシェアをウェイ
トとする加重平均値に見合った値であった。
表11は10品目分類の，表12は集計された 5品目分類の価格弾力性，第 i財需要
量の第j財価格に対する価格弾力性(eu)の値を，縦軸に第 i財，横軸に第j財
をとって表したものである。今回用いた費目構成はいずれの分類にしてもかな
り大きな項目分類であるので，多くの品目は互いにその代替財であると考えら
れる。 10品目分類の場合，全100通りの価格弾力性のうち代替財であるケースが
ロッテルダムモデルで65ケー ス（全世帯）， 62ケース（勤労者世帯），ワーキン
グ・レッサー・モデルで66ケー ス（全世帯）， 61ケース（勤労者世帯）であり，
1. 食品 2.i"i:I,} :J. 光熱 4. 家）・↓ 5. 被服 6. 保健 7. 交通 8. 教fl 9. 教；；； 10. その他
I. 食品 -0 7082 0 2887 0 :J771 0 0772 0 1001 -0 1966 -0 0406 0 :J:lJB O 2497 0 1099 
2. 住居 -0 0649 0 1041 -l) 1926 -0 1812 -0 I:i41 0 0211 ―-0 0979 -0 5978 0 2B3 -0 0615 
全 3. 光熱 -0 0715 -0.2103 -0,2173 -0 2151 -0.1501 -0 086:i -0 1009 0 1492 0 0222 -0.0699 
4. 家lj(/l品 -o 5582 -o 246:i -o 2679 -o 1010 o 0034 o 0110 -o 1114 o.:m11 -o s203 -o 4197 
世 56. • 被保服健医叙
-0 3558 -0 2429 -0 2479 0 2975 -0 6351 -0 0260 -0 1974 0 44IR -0 1961 -o 2<'68 
-0 4358 -0 2049 -0 1088 -0 025.J -0 1139 -l 0070 -0 1767 l 0863 -0 0099 -0 2536 
？帯
7. 交通通佑 -0 2731 -0.1483 -0 l:'194 -0 0166 -0 1638 -o 2394 -0 :'1720 0.21:i7 -0 0420 -0 0967 
8. 教育 -0 2167 -0 4665 0 0836 0 2679 0 1578 0 1724 0 0829 0 0170 -0 5238 -0 0615 
テ 9. 教蓑 -0.2154 0.3929 0 0508 -() 7198 -0 1632 0 3326 -() 027:i -1 1658 -0 2052 -0 1528 
9レ
ダ 10. その他 -0 1507 0 0993 0 1419 0 1606 0 2243 0 7527 0 3400 0 5217 0 1491 -1 2303 
ム I. 食品 -0 6032 0 9904 0 3188 0.0560 -0 1351 -0 1:557 -() 2560 -0 0799 -o 1919 0 1127 
モ 2. 住居 0 0172 -0 1:~86 -0 2631 0 1681 -0 3371 0 4665 0 0823 -0 6733 -0 3283 -0 1145 
デ 3. 光熱 -0.1304 -0 2599 -0 1983 -0 2412 -0 1520 -0 2082 -0 0951 0 1057 0 0378 -0 1063 
ル勤i '・ 家事用品 -0 3637 0.1109 -0 2634 -0 4039 0 1614 -0 3120 -0 0844 0 2517 -0 3273 -0.32:J6 5. 被服 -・O 3845 -0,5424 -0 2287 0 4294 -0 4690 0 1086 -0 1618 0 4458 -0 1275 -0 2021 
6. 保健医叙 -0 3978 0 1692 -o 16:1 -0 2125 -0 0690 -1 1128 -{) 2625 0 1785 -0 0446 -0 2540 
7. 交通通信 -0 3152 0 1399 -0 1157 -0 0193 -0 1365 0 5140 -0 513:-J 0,0038 0 0785 -0 0638 
8. 教育 -0 1957 -0 5124 0 0675 0 2119 0 1655 0 32:19 -() 0:107 0 2363 -0 6559 -0 0756 
9. 教毀 -0 4040 -0 5420 0 1046 -0 4608 -0 1253 0 2112 0 08:~:i -l 4a88 0・3964 -0 1866 
10. その他 -0 I 022 0. 0851 0,2678 0 0169 0 2740 0 926:i O 4911 0 60:H O :Hll -1 3545 
1. 食品 -0 6:nl 0 0996 0 3:140 0 0624 0 2599 -() 0269 -0 0417 --() 1693 0 2814 0 7602 
2. 住居 -0 1199 -() 0379 -() 1795・-0 1529 -0 0881 0 0825 -0 0567 -() 5467 0 2101 -0 0724 
全 3. 光熱 -o 1068 -o 1958 -0 2:ng -o 2261 -o 1421 -o os:18 -o 1109 o 1131 o 0375 -o 0869 
4. 家事用品 -0 5193 -0 2093 -0 2668 -0 1255 0 0367 -0 0400 -0 I 162 0 2666 -0 4461 -0 3838 
ヮ世
5. 呻 -0 2711 -0 1430 -0 2155 0 2875 -0 681() -0 0577 -() 2294 0 4203 tl.2252 -0 1857 
I 
6. 保健医叙 -0 4067 -0 0127 -0 1038 -0 0577 -0 1207 -I 0206 -0 1924 0 07-17 0 0022 -0.2498 
キン 帯
7. 交通通信 -0 3698 -0 0938 -0 16115 -o 0440 -0 2252 -() 2994 -0 3936 0 1216 -0 0674 -0 1488 
8. 教育 -0 2063 -0 427'.I O 0599 0 2308 0 1443 0 1534 0 0399 -0 0393 -0 4760 -0 0792 
グ 9. 教旋 -0 2503 0 39'.iO O 0814 -0 6086 -0 2220 0 3549・-0 o:J54 -1 05 IO -0 3480 -0 1800 
レ 10. その他 -0 2441 0 1368 0 1556 0.1666 0 1736 0 6723 0 ,I 15 0 4416 0 1530 -I 1927 
ツ l. 食品 -0 5420 0 8032 0 :J380 0. 0099 0 0506 0 0542 -0 2304 0 00 JO -0 1752 0 086-1 
サ
I 2. 住居 -0 0226 -0 1257 -0 2610 0.2219 -0 3260 0 4241 0 0833 -0.6144 -0 3089 -0 1113 
3. 光熱 -0 153:{ -0 2615 -0 2094 -0 2355 -0 I 799 -() 1898・-0 1170 0 0876 0 032:"l -0 1334 
ルきプ 勤靡労者
4. 家事m品 -0 :J366 0 3167 -{) 2481 -0 4152 0 1556 -(} :i775 -0 0969 0,2:i03 -0 2609 -0 2878 
5. 被服 -0 2869 -0 5130 -0 2043 0 4082 -0 4903 0 149H -0 1580 0 :-197 -0 1802 -0 1765 
6.{呆健医釈 -0 3687 0 1509 -0 1503 --0 2474 -0 0542 -I 0607 -0 2510 0 1647 -0 0629 -0 2528 
7. 交通通伯 -0 3999 0,1284 -0.1541 -0 0689 -0 1697 -() 4969 -0 5244 -() 0970 0 0395 -0 1229 
8, 教育 -0 2171 -0 4740 0 0511 0 1486 0 1325 0 2982 -0 0827 0 1186 -0 5764 -0 1071 
9. 教渡 -0 4232 -0 509:-J O 1052 -0 3596 -0 2004 0 1328 0 0634 -l 2356 0 3300 -0 2079 
10. その他 -0 1896 0 1240 0 2424 0 0356 0 2116 0 8},15 0 5511 0 5721 0 2930 -1 3087 
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表12 価格弾力性値 (5品目）
①食品 ②住居 ③光熱 ④被服 ⑤その他
全
①食品 -0.6660 0.1781 0 4932 0.1589 -0.2349 
ロ ②住居 -0.2762 -0.1993 -0 5031 -0.3119 -O.~i93 
ッ世 ③光熱 0.0005 -o 2744 -0.2572 -0 0483 -0 1164 
テ ④被服 -0.2i8i -0.3007 -0 0973 -0.4225 -0 4694 
ル帯
ダ ⑤その他 -0.1602 0.1705 0.1272 0.2391 -0 8076 
ム ①食品 -0.5886 0.1131 0 4518 0.0707 -0 2230 
モルデ・ 勁労帯者世
②住居 -0.23H -0.1960 -0 4480 -0.1946 -0 4468 
③光熱 -0.0563 -0.2463 -0.2232 -0.0860 -0.2089 
④被服 -0.2513 -0.4908 -0 1282 -0 3911 -0 42ll 
⑤その他 -0 152i 0.0943 0.1333 0 2342 -0 8305 
ワI＾ 土 ①食品 -0,6015 0.1221 0.4352 0,28H -0 1673 ②住居 -0.2892 -0 1522 -0.4908 -0,3011 -0 4632 
t世 ③光熱 -0 046i -0.2793 -0.2738 -0 0594 -0 1629 
ィ帯 ④被服
-0.2101 -0.2788 -0,0913 -0 ,154 -0.4121 
レ ⑤その他 -0 2118 0.1717 0.1889 0,1539 -0 8557 
ツ ①食品 -0.5295 0 0886 0.4132 0 1729 -0.1621 
サ全デルI 勁労者帯世
②住居 -0 2326 -0 1374 -0.4519 -0 2164 -0 4203 
＠洸熱 -0 09il -0 2605 -0 2321 -0 0927 -0.2588 
④被服 -0.lW -0.1961 -0 1147 -0 3736 -0.3474 
⑤その他 -0.20i9 0 0936 0 1784 0 1551 -0.8il6 
5品目分類の場合は全25弾性値のうちそれぞれ18,19, 19, 19ケース（順は10
品目分類の場合と同様）が代替財と判断された。
10品目分類では全世帯のデータを用いるか，勤労者世帯のデータを用いるか
で弾力性の符号が異なるケースがいくつか見られた22)。（マー シャル・タイプの）
価格弾力性は（ヒックス・タイプの）補償された価格弾力性と異なり，理論的
に負とならなければならないということはないが，今回分析に用いている枠組
みでは正の値が得られるケース，すなわちその費目の価格が上昇したときに当
該費目の需要量が増えるケースは非常に稀であると考えられる。ロッテルダ
ム・モデルを全世帯データに適用した場合には2.住居， 8. 教育で，勤労者
世帯データを用いた場合には8.教育， 9. 教養の 2品目でプラスの値が得ら
れた。すべての費目についてマイナスの弾性値が得られたのはワーキング・レ
ッサー・モデルを全世帯データに適用した場合のみで， 8. 教育についてマイ
ナスの価格弾力性が得られたのはこのケースのみであった。
5品目分類では，いずれのケースにおいても弾力性の符号についてはほぼ同
じ結果が得られており，食品価格，その他の価格が上昇した場合にはそれ以外
の財の需要量はほとんどのケースについて減少すること，住居，光熱，被服の
需要量は各費目の価格が上昇したときには減少すること，一方，住居，光熱，
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被服の価格が上昇したときに食品，その他の需要量は増加すること，がみてと
れる。
[ 4 Jフィットのよさ
この項では，今回用いたモデルあるいはデータの属性について，いずれのケ
ースのあてはまりがよかったかを「情報の不正確さ」の基準 [10,1, 13]を
用いて検討していく。
各モデルにおける，各年の情報の不正確さ I1U=1,2,…, T)は次式で定義
される。
＾ I1=~vit·ln(vttlvit) ・・・・・・・・・・・・(7)
ここで， vitは合計が 1となる正の比率の観測値，ふはその理論値。
この値は小さいほどモデル全体のフィットのよいことを表すが，そのうち第 i
方程式の寄与度を示すために，次のような分解指標を考える [26]。
Iit=vit―叩+vit • In(vit/ふ） ・・・・・・・・・・・・(8)
またフィットの悪さが n本ある方程式のうちある特定の方程式に依存してい
るかどうかを検討するするために， (9)式のようなエントロピー指標を考える。
表13 情報の不正確さ (10品目）
ロッテルダム・モデル
全世帯 勤労者世帯
I 178.54 217.54 
11 7.30 6.65 
12 20.17 20.63 
[3 14.76 14.25 
/4 14.69 17.02 
15 12.97 11.60 
16 6.06 6.36 
17 37.33 61.76 
18 35.89 46.04 
19 13.35 15.54 
110 15.43 17.68 
H 1.60 1.57 
情報の不正確さの値は実際の値を10叶音した値。
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ワーキング・レッサー・モデル
全世帯 勤労者世帯
170.74 201.23 
5.62 5.63 
18.50 18.97 
16.10 14.29 
14.87 17.95 
15.19 11.84 
6.64 6.56 
34.86 55.75 
31.45 38.89 
13.19 15.40 
14.32 15.93 
1.58 1.59 
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表14 情報の不正確さ (5品目）
ロッテルダム・モデル ワーキング・レッサー・モデル
全世帯 勤労者世帯 全世帯 勤労者世帯
I 66.64 66.56 65.19 62.14 
II 8.41 10.33 6.01 7.35 
12 26.53 22.72 25.67 22.86 
/3 13.33 12.49 15.05 13.25 
14 10.37 9.66 12.22 10.41 
15 7.99 11.37 6.23 8.27 
H 1.08 1.09 1.02 1.05 
情報の不正確さの値は実際の値を10叶音した値。
H戸~(lit/It)·In(lit/ It) ・・・・・・ (9)
この値は 0から Innの間の値をとり，特定の方程式に支配されるほどその値が
小さくなることが知られている。
表13, 表14はそれぞれ10品目分類， 5品目分類データを用いた場合の体系全
体および各費目の情報の不正確さの期間中における平均値 (I,I;, i = l , 2 , 
…, n), (9)式で表されるエントロピー値 (H) を示したものである。
10品目分類データを用いた場合，モデル全体の情報の不正確さの値はいずれ
のモデルについても用いるデータの属性により異なり，勤労者世帯データを用
いた場合によりフィットが悪いことがわかる。一方，集計された品目レベルで
はロッテルダム・モデルを用いた場合にはデータの属性による違いはさほどみ
られず，またワーキング・レッサー・モデルを適用した場合には，逆に勤労者
世帯データを用いた場合にフィットがよいことが観察された。なおいずれの品
目レベルにおいてもエントロピー値は各ケースとも非常に似通っており，フィ
ットの悪さが特定の費目に左右される度合いにあまり差はみられなかった。
これらのフィットの悪さが期間中どのように推移したか，またその間の各費
目のフィットの悪さへの寄与がどのように変化したかを表したのが，表15から
表17である 23)。ここでIはモデル全体の情報の不正確さの値， ];(i=l, 2, 
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表15 情報の不正確さの推移と各費目の寄与（ロッテルダム・モデル， 10品目）
年 I JI ]2 13 14 J5 ]6 ]7 JS ]9 JlO 
64 1161.48 2.73 4.09 0.01 3.42 2.95 0.07 60.93 23.60 1.26 0.94 
65 439.64 1.47 12.10 3.95 4.77 2.15 7.90 46.79 14.99 5.87 
66 61.97 3.84 9.65 0.77 1.49 3.82 30.99 0.66 18.83 26.37 3.59 
67 150.10 6.08 34.40 0.53 0.10 14.61 7.71 5.54 4.81 2.88 23.34 
68 440.81 5.65 9.25 9. 71 7.21 0.14 5.51 3.61 51.43 6.65 0.86 
69 316.49 0.38 1.89 4.11 14.08 6.17 6.33 42.45 3.01 20.69 0.89 
70 89.66 2.59 19.01 15.25 6.13 1.14 17.87 29.85 0.07 0.32 7.77 
71 54.68 0.87 0.20 5.73 10.18 0.15 0.34 51.08 7.11 18.06 6.28 
72 155.36 7.03 5.78 2.63 1.60 10.57 2.70 3.06 7.88 54.73 4.03 
73 267.95 2.57 0.23 4.45 0.14 0.02 0.16 68.59 16.34 6.98 0.52 
74 463.19 2.96 2.32 1.52 8.15 1.92 0.51 44.13 29.00 0.70 8.78 
75 184.29 3.86 2.13 4.30 11.99 0.87 4.13 6.54 20.84 0.19 45.16 
76 149.76 0.35 2.37 21.20 0.44 4.81 1.18 22.87 26.20 0.96 19.62 
77 134.26 1.11 4.11 7.07 0.12 16.67 1.26 61.86 4.69 1.30 1. 79 
78 138.03 0.42 7.24 13.43 0.02 44.28 1.19 14.22 3.53 15.45 0.21 
79 158.13 10. 79 0.43 9.46 3.17 3.47 1.27 14.40 9.90 24.58 22.52 
80 76.57 0.67 51.72 14.60 4.23 7 .19 0.74 0.42 4.95 14.61 0.87 
81 193.05 0.53 1.56 40.26 6.67 0.66 0.45 18.87 17.67 0.51 12.81 
82 129.85 2.61 0.41 21.19 0.62 12.37 2.78 10.41 0.07 49.55 
83 64.92 0.65 2.93 4.98 4.05 5.84 7.30 65.10 5.62 0.17 3.37 
84 201.59 2.29 1.86 35.69 2.52 1. 72 5.13 1.88 27.95 0.46 20.50 
85 120.10 0.28 14.05 1.11 22.32 34.41 3.08 10.02 12.35 1.03 1.36 
86 77.67 6.48 0.10 6.11 37.05 0.55 3.61 1. 77 29.02 3.07 12.25 
87 120.78 11.33 16.17 17. 96 39.86 1.61 0.62 0.03 0.48 8.42 3.54 
88 197.35 1.84 2.76 2.41 55.55 1.03 1.49 1.55 3.96 26.55 2.87 
89 68.98 19.61 23.88 3.23 2.40 17.33 2.57 10.78 11.61 0.15 8.44 
90 176.88 1.86 0.30 0.13 4.74 12.61 6.87 3.27 25.69 3.40 41.12 
91 125.25 0.35 48.77 0.69 16.71 0.05 5.41 2.09 23.43 2.50 
92 292.75 0.01 54.09 0.59 8.05 7.88 0.47 7.49 19.13 2.28 
93 314.74 4.01 8.09 0.43 0.11 0.76 7.83 57.66 20.73 0.22 0.16 
情報の不正確さの値は実際の値を10•倍した値。
空欄は当該欄の数値が非常に 0に近かったことを示す。
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表16 情報の不正確さの推移と各費目の寄与（ワーキング・レッサー・モデル， 10品目）
年 I J 1 J2 13 14 J5 16 17 JS 19 J 10 
64 899.42 1.64 4.89 0.10 7.05 5.37 0.67 49.51 27.04 1.18 2.54 
65 383.80 0.44 9.25 3.90 5.84 0.44 0.10 17.04 44.47 16.19 2.33 
66 51.79 0.57 5.82 1.41 3.99 8.00 24.57 6.70 29.23 17.20 2.50 
67 136.49 2.30 34.75 0.18 0.14 10.77 6.28 21.00 1.45 5.47 17.67 
68 490.05 6.76 9.53 8.95 7.32 4.98 4.56 48.87 7.86 1.16 
69 302.56 0.28 2.17 3.26 12.42 5.94 7.02 41.16 4.29 22.37 1.10 
70 93.47 2.41 14.90 17.99 5.76 2.80 23.66 26.27 0.26 0.37 5.57 
71 65.08 1.32 0.97 7.15 6.28 0.38 46.69 11. 76 21.95 3.49 
72 158.01 8.41 4.41 1.39 1.68 10.84 3.70 4.51 3.63 58.17 3.25 
73 230.30 3.01 0.08 7.48 0.06 0.01 0.73 69.38 10.79 8.19 0.26 
74 411.91 1.95 1.46 2.50 9.91 5.63 0.61 38.94 20.52 0.38 18.11 
75 137 .19 2.05 2.89 1.95 16.90 1.34 6.02 7.15 11.00 3.51 47.18 
76 111.49 0.75 4.27 22.89 0.23 6.44 0.84 27.70 18.58 1.32 16.99 
77 129.79 0.88 4.89 11.28 1.10 15.86 0.65 59.58 0.01 0.47 5.29 
78 122.83 0.32 8.84 14.79 0.05 44.03 1.40 14.45 2.53 13.42 0.19 
79 132.92 6.02 0.09 9.80 6.01 0.41 1.90 29.41 6.81 25.87 13.68 
80 54.51 2. 77 51.62 11.32 0.09 3.82 0.16 4.16 2.58 21.89 1.59 
81 192.63 0.79 1.86 39. 70 6.98 0.86 0.57 19.78 17.07 0.62 11. 78 
82 126.24 0.55 31.71 0.13 3.54 2.94 27.77 0.04 0.06 33.27 
83 67.08 0.92 3.13 5.15 2.47 5.92 5.61 67.27 6.37 0.02 3.16 
84 183.25 1.13 1.15 33.23 4.76 0.99 4.80 0.27 28.42 0.66 24.58 
85 126.16 0.04 12.28 1.49 25.40 33.70 4.30 10.07 10.31 0.26 2.14 
86 79.30 7.08 4.79 35.43 2.38 2.27 3.01 26.17 4.49 14.39 
87 119.63 9.36 13.30 19.18 42.48 4.42 1.36 0.09 0.43 7.50 1.88 
88 190.58 1.21 3.08 4.49 46.65 5. 71 1.64 12.38 1.05 23.32 0.47 
89 73.42 19.01 22.24 3.90 1.60 21.61 1.87 14.97 6.54 0.86 7.40 
90 183.93 5.17 0.02 0.43 7.35 15.07 4.49 8.97 15.92 3.06 39.51 
91 158.41 0.65 45.23 0.93 15.91 0.18 6.53 3.70 24.90 1.85 0.14 
92 271.53 0.04 53.75 0.60 9.49 6.35 0.74 7.84 18.71 0.06 2.42 
93 353.12 5.94 6.88 0.59 0.43 1.58 7.16 59.82 17.29 0.30 0.01 
情報の不正確さの値は実際の値を10•倍した値。
空欄は当該欄の数値が非常に0に近かったことを示す。
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表17 情報の不正確さの推移と各費目の寄与 (5品目）
ロッテルダム・モデル ワーキング・レッサー・モデル
年 I J 1 12 13 ]4 ]5 I J 1 J 2 ]3 ]4 15 
64 120.12 54.69 5.99 3.76 16.42 19.14 75.60 37.46 14.03 1.79 45.96 0.75 
65 61. 78 12.34 72.98 11.87 1.96 0.85 54.37 3.92 79.10 15.15 0.02 1. 81 
66 3.08 0.27 59.83 23.33 7 .32 9.25 7 .49 15.73 32.35 0.84 2.34 48.74 
67 61.32 27.06 27.75 0.42 22.98 21.80 37 .66 16.78 44.40 0.09 28.84 9.90 
68 160.26 7. 55 64 . 71 23. 44 3.68 0.62 169.33 12.31 62.69 22.42 2.57 
69 28.24 0.08 23.97 19.83 42.00 14.13 23.33 1. 61 25. 36 17. 61 45. 38 10. 04 
70 35.37 22.23 13.10 18.51 22.09 24.08 37 .15 17.97 10.63 27.52 22.98 20.90 
71 5.85 15. 70 8.02 75.82 0.47 8.42 12.93 2.76 84.00 0.31 
72 62.49 25.24 3.90 15.22 20.31 35.33 70.59 29.56 1.81 9.32 20.42 38.89 
73 35.89 31.29 43.89 24.58 0.21 0.02 44.18 20.04 33.57 43.82 2.47 0.10 
74 44.04 11.05 39.20 30.20 8.46 11.09 51.62 2.29 37.02 16.20 19.47 25.02 
75 170.40 12.74 50.99 0.05 0.64 35.59 139.63 6.73 63.55 0.11 0.76 28.85 
76 87.02 39.38 2.24 12.49 10.31 35.59 64.05 34.29 3.10 20.26 11.55 30.80 
77 107 .14 18.36 2. 75 46,02 32.87 89.98 16. 21 3.48 49.61 30. 70 
78 73.52 0.87 28.43 19.59 42.31 8.80 68.48 1.99 30.22 21.91 39.60 6.27 
79 71.39 37 .16 0.83 18.89 3.87 39.25 39.27 31.34 2.97 36.03 0. 21 29. 44 
80 18.82 0.43 69.37 2. 41 7.38 20.42 9.62 2.13 88.00 0.56 0.69 8.61 
81 102.00 5.63 8. 09 80. 41 5.87 102. 90 5.25 8.68 79.97 0.04 6.06 
82 92.58 15.97 0.16 33.45 11.10 39.31 64.89 3.63 0.24 72.09 2.52 21.51 
83 7.82 11.36 2. 71 64.58 11.35 9.99 7.64 3.04 4. 34 72. 20 17. 64 2. 79 
84 71.39 7 .55 1.83 87.09 2.05 1.49 62.45 3.27 3.93 86.53 0.40 5.87 
85 50.60 2.29 2.58 13.88 78.86 2.39 52.13 3.10 2.77 14.42 77.90 1.82 
86 39.64 24.85 44.40 9.54 12.30 8.91 40.63 23.29 44.58 7.42 16.11 8.60 
87 99.58 8.18 56.03 28.19 7 .41 0.20 101. 73 7 .42 51.62 30. 03 10 .62 0.30 
88 109.56 1. 93 70 .18 4.06 7.23 16.59 105. 37 3.76 65.33 7.51 21.90 1.51 
89 35.64 19.03 50.87 13.21 16.77 0.13 37.93 23.60 43.09 12.81 19.40 1.11 
90 14.62 21.04 6.53 57.74 14.68 33.35 10.07 19.20 3.77 37.12 29.84 
91 128.22 0.01 87.93 1. 91 2.83 7 .32 143.13 0.22 85.95 1.53 2.70 9.59 
92 42.81 0.46 47.80 2.65 48.91 0.19 38.45 0.54 47 .66 2.93 48.70 0.18 
93 55.70 16.51 36.18 1.59 10.99 34.72 82.70 21.11 28.45 1.99 12.51 35.94 
情報の不正確さの値は実際の値を10叶音した値。
空欄は当該欄の数値が非常に 0に近かったことを示す。
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…, n)は(8)式で表される各費目のフィットの悪さのモデル全体に占める割合を
パーセント表示したものである。
10品目データを用いた場合，フィットの悪い年はいずれのモデルにおいても
1964, 68, 69, 74, 92, 93年であった。一方， 5品目データをロッテルダム・
モデルに適用した場合， 64,68, 77, 88, 91年でフィットが悪く，ワーキング・
レッサー・モデルを適用した場合には68,75, 81, 87, 88, 91年で特に当ては
まりが悪いことが観察された。
10品目モデルにおける各費目の適合度について検討を行っていく。 1.食品
は期間中を通して相対的にみてフィットの悪さをみせなかった。また 5.被服，
6. 保健医療も一，二の年を除けばさほどフィットの悪さに寄与することはな
かった。 2.住居， 3. 光熱， 4. 家事用品， 9.教養， 10. その他の費目も
30期中 3~5期でフィットが悪かったが，それらはいずれも体系全体としての
当てはまりにさほどの問題を生じていない年でもあり 24), フィットの悪さに大
きくこれらの費目が寄与するということはなかった。 10品目のうち，フィット
の面で最も問題があったのは 7.交通通信， 8. 教育の 2品目であり， とりわ
け7.交通通信は10期前後で他の品目に比べ当てはまりが悪く，その度合いも
大きかったことがみてとれる。一方， 8.教育は 7.交通通信に比べればフィ
ットの悪い年も少なく，その度合いも小さかったが，この費目の寄与度が高い
場合はモデル全体の当てはまりが悪い年と呼応しており，この費目の動きが説
明できない場合にモデル全体のあてはまりの悪さが高じている可能性がある。
集計された 5品目分類では10品目分類とはかなり趣の違う結果が得られた。
両モデルともで共通した傾向としては， 10品目分類の場合には非常にあてはま
りがよいと判断された食品について，全く内容は同じであるにも関わらずフィ
ットの悪さの原因となっていると判断される年がいく年か観察された。それ以
外の 4品目はそれぞれいく年かでフィットの悪さをみせたが，いずれのモデル
を用いても②住居 (10品目分類の 2.住居と 4.家事用品に対応）あるいは③
光熱が，J値の大きかった頻度，大きさの度合い，対応するモデル全体の情報の
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不正確さの値が大きい場合との呼応などの点からフィットを悪くする大きな要
因であったと判断することができる。
第4節結語にかえて
本稿では，長期にわたる家計の支出データを用いて， 2つの微分需要方程式
体系，ロッテルダム・モデルおよびワーキング・レッサー・モデルを用いて，
日本の家計の支出行動について検定を行った。
本稿で得られた結論をまとめるならば，以下の通りである。
1) ロッテルダム・モデルとワーキング・レッサー・モデルというモデルの
違いにより，推定結果等についてさほど大きな違いはみられなかった。し
かしながら，所得弾力性のところでもふれたように，両モデルにおいて何
を静学的なパラメータと考えるかが異っているため，いずれのモデルを用
いていくかについてはより詳細に検討していく必要があるであろう。
2)全世帯データおよび勤労者世帯データのいずれを用いても，妥当な推定
結果，それに基づく弾力性の値を得ることができた。しかしながら，推定
値の有意性という観点からすると， 10品目分類のデータを分析していくた
めには今回用いたデータの説明力は不十分であった可能性がある。
3)今回行った検定に関しては，おおむね妥当な検討結果を得ることができ
た。また，伝統的な検定手法を用いた場合に，大きな小標本バイアスが存
在することが確認された。
4)適合度の面からみると，ケースにより，特定の期間・需要費目のあては
まりの悪い場合が観察された。これらの点、また、同じ内容の費目であっ
てもデータの集計度により適合度が大きく異なる場合がみられた点につい
ては、今後の検討が必要であろう。
しかしながら，本稿で行い得た分析は，モデルの面，検定手法の面いずれに
おいても限られたものであり，また，そもそも，家計行動を分析していく上で
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今回枠組みとして設定した静学的な，支出配分行動のみに着目した分析は非常
に限定されたものである。これらの点についての分析については，記して，今
後の課題としたい。
注
1) これらのモデルには，それぞれその定式化により価格項を相対価格でとらえた形式（以
下，相対価格版と呼ぶ）と絶対的な水準で価格をとらえた形式（以下，絶対価格版と呼ぶ）
の2形式がある [32]。
これらの2形式はそれぞれ，特長および実証分析上の問題点をもっている。相対価格版の
モデルは品目数の多い需要システムでも利用可能であるが，パラメータに関して非線形な
モデルであり，価格パラメータに関して何らかの制約をおいてパラメータ数を減らさない
限りパラメータの識別が不能である。一方，絶対価格版のモデルはパラメータに関して線形
であり，推定や検定を直接行うことができる。その一方で，対象とする需要品目が増えると
推定すべきパラメータ数が急激に増加するために大きなシステムでの適用は困難である
[31]。
[18]では相対価格版のロッテルダム・モデルおよびワーキング・レッサー・モデルを用
いて日本の家計の消費支出行動に関する分析を行った。この際，効用関数に加算性の仮定を
おいて推定を行ったが，この費目間に関連性を認めないという仮定はかなりきつい仮定で
ある。データのレベルを10大費目（あるいはそれを統合した 5品目）とした湯合この仮定は
非現実的とまでは判断されないと思われるが，本稿ではこの仮定をおくことなく絶対価格
版のモデルを用いての実証分析を行っていく。
2)経済データを利用する場合実験によりデータ数を増やすことが望みにくいこと，また支
出行動を分析する際には年次データが利用されることが多いことから，需要理論を検証し
ていく場合には小標本の問題に直面せざるを得ない場合が多い。このとき，伝統的な検定統
計量を用いた場合には棄却の方向にかなり強い小標本バイアスが存在することが知られて
いる [22,24]。
3)個別消費関数の分析においては，各家計の予算は，その所得または収入ではなく，総消費
支出額と考えられている。しかしながら本稿では以下，慣習的に「所得」という言い回しが
用いられる場合には表記上それらの表現を用いていく。
4) この費目分類は1970年以前に行われていた分類方法に倣ったものである。 10品目分類と
の大まかな対応は，①食品，③光熱，④被服はほぼ同費目に対応，②住居は2.住居と 4.
家事用品に，⑤その他は6.保健医療から10.その他までの10品目分類の5費目の合計にほ
ぼ対応している。なお，詳細な費目分類間の対応については [18]参照のこと。
5)これらのモデルの導出については，たとえば [30,32], 日本のデータを用いて分析した
結果については [12,15, 16, 18, 27]参照のこと。
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なお両モデルとも元来は微分形で与えられるが，実際のデータ分析に供していくため，定
差形になおした定式化を示している。
6) ロッテルダム・モデルとワーキング・レッサー・モデルの違いは，被説明変数が w;,Dqu,
叫 (Dq;,-DQ,)と異なることに加えて，限界配分率パラメータ仇を定数と考えるかどうか
という点にある。
7) この結果，多くの場合，需要理論の検証に関して否定的な結論が得られてきた[3, 7, 
30]。なお，経済成長著しい時期のアジアの国々（韓国，台湾，日本）のデータを用いた場
合，需要理論が採択されるケースが見られた [27,12, 14, 17]。
8) このような小標本バイアスは，検定統計量の算出の際，誤差項の分散共分散行列2が未知
であるためこれをたとえば最小二乗推定量にもとづく Sに置き換えるため生じると考えら
れる。
9)単一の方程式に制約が課される同次性制約に関しては，ライティネンが T'統計量[1 ] 
にもとづく厳密な検定統計量を求めた [22]。ただし，この手法はたとえば対称性のように
複数の方程式にわたる制約には適用することができない。
またフィリップスは一般の線形制約に対し厳密な検定統計量を尊出する公式を示した
[25]が，この方法は非常に複雑でありあまり実用的ではない。一方，今回分析対象として
いるモデルをはじめ多くの需要体系は、説明変数が各方程式において等しいSUR体系であ
ると考えることができる。この条件のもとでは，ジャヤティッサの方法[21]を応用するこ
とにより対称性を含む場合に対する厳密な検定統計鼠を導き出すことができる [19]。しか
しながら，この統計量はその作成での過程でデータ数に比して自由度が非常に小さくなる
ため検定力はあまり強くない。また，今回の分析の枠組みでは自由度の問題から適用するこ
とができなかった。
10) ワルド検定の枠組みでは誤差項の分散共分散行列のバイアスを取り除く手法の開発が多
く行われてきた[5]。一方，尤度比検定の枠組みでは統計量自身の小標本バイアスを修正
する方法を中心に研究が進められてきた[6, 20, 28]。
11)第 i財の需要方程式を次のように行列表示する。
y;=X/3;+E; (i= 1, 2, ・ …・・n) 
ただし， Y;は被説明変数， f3は回帰係数，糾ま誤差項のベクトルであり，それぞれ
次数は T,k, T。説明変数行列Xは各方程式で共通で，次数は TXk。なお，誤差
項 Ei,……， Enは正規分布に従い， E(c;)= 0, E(E;Eり）＝叩ITと仮定する。
体系全体を考えるときには， c占…+en=0であるので任意の方程式を取り除き[4]' 
n-1個のサブベクトルY;,/3;, E; からなるそれぞれ(n-l)T, (n-l)k, (n-l)T次ベ
クトルy*,/3*, E*を用いて，需要方程式体系を(3)式のように表すことができる。ここで，
};= [a;;] は (n-1) X (n-1)行列。
12)制約数を rで表すと， RはrX(n-l)k行列である。なお，同次性制約は個々の方程式
にかかる制約であり， K次ベクトル v=(0, 1, …, 1)'を用いるならば， R=fn_,@v'と
表すことができる。
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13)デ・ポアとハーケマはイタリアナの方式が検定統計量の小標本バイアスを取り除くのに
非常に効果的であり，同次性制約の検定の枠組みで比較したときこの方式の精度がライテ
ィネンの厳密な検定に匹敵することをモンテカルロ実験により示した[9, 33]。なお，ァ
ンダーソンとプランデルは需要理論の検証が過度に棄却の方向に陥りやすいことから有意
水準 1%で検定することを提唱している[2]が，デ・ポアとハーケマはバイアス修正の手
法を用いる際にこのルールに従えばより精度の高い検定が行えることをも示している
[ 9]。
14)アンダーソン[1 ]によれば，尤度比入に関する漸近展開は次式で表される。
Pr{ -2 (m/T)ln入 ~z}
=Pr{がPo,~z}+(ツi/mり [Pr{がPo,. ~z }-Pr{がP01印｝］
+ (1 /m') [ ?'2(Pr{x2Po,+s~zl-Pr{x2Po, ;;.z}) -y, (Pdx2Po,+• ~z }-Pdx2pq1~z})] 
+O(T-•), 
ここでPは体系の方程式数， qは各方程式のパラメータ数，
q, は各方程式の制約の置かれたパラメータ数.q2=q-qi, 
ツI=pq, (p2+q引ー 5)/48,
ツ.=ツi2/2 + pq, [ 3 p• + 3 qi'+ 1op2qi2-50 (p2 + qi') + 159] /1920, 
m = T-q2-(p + q,+ 1) / 2 , Tは観測数。
アンダーソンは右辺第2項以下が無視されたときの誤差のオーダーは O(T-2)であると述
べており，このことから，ー 2In入を検定に用いていく場合の小標本バイアスは m/Tの部
分を無視していることに起因することがわかる。
15)ワーキング・レッサー・モデルに勤労者世帯のデータ (5品目）を適用した場合にのみ l
％水準で帰無仮説は有意であった。
16)定数項の有無についての検定ではライティネンの厳密な検定手法が適用可能ではある
が．イタリアナの修正項を用いての尤度比検定をも行ってみた。この時， (6)式の修正項は10
品目の場合0.45,5品目の場合0.70である。検定結果をみてみると， 10品目， 5品目のケー
スともでライティネン統計量の結果と同じく無制約の場合には定数項の不要性が棄却され
なかったのに加え， 10品目の場合にはそれぞれ全世帯のデータを用いた場合に同次性ある
いは対称性のもとでも帰無仮説が棄却されない場合が若干みられた。
17) しかしながら，ライティネン統計量，イタリアナの修正項を用いた場合に．とりわけ無制
約のケースにおいては定数項が必要でない可能性が強く示唆されている。この点について
は需要制約の検討の際に充分留意して検討を行っていく。なお，その結論については脚注20
を参照のこと。
18)ここで「対称性」の状態とは同次比対称性の両者ともの制約が課された状態を示してい
る。すなわち，加法性を満足している体系に対称性の制約を課すと．自動的に同次性制約も
課されてしまうため，無制約の状態に対して対称性のみの検定を行うことはできない。
19) このことより明らかではあるが．イタリアナの修正を行った場合にもすべてのケースに
おいて同次性制約は棄却されなかった。
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20)先に定数項の必要性について検討した際，無制約の場合には定数項が不要である可能性
が強くみられたため，定数項のないモデルをも用いて同次性に関する検定を行った。この結
果，対数尤度比検定を用いた場合には同次性が5%水準で満足されたケースは 1つしかな
かった。しかし，ライティネン統計量を計算した結果， 5%水準でも半数以上の場合に， 1
％水準ではすべての場合で同次性は棄却されなかった。またイタリアナの修正項を用いた
場合の尤度比検定ではすべての場合に有意水準5%でも同次性制約は棄却されなかった。
これらの結果から，今回の分析の枠組みでは，同次性制約は棄却されなかったと結論づけ
てよいであろう。また逆に，同次性をいれた場合，全世帯の10品目データを用いた場合を除
いては，各モデルにおける定数項の必要性は非常に高いと考えられよう。
21) ワーキング・レッサー・モデルの場合，推定値が得られるのは/J;に関してであり， 0パラ
メータは 0,=/Jげ iD.-,という手順で算出されるため，年毎に異なる値が得られる。本稿では、
紳にその期間中の平均値を用いることにより、仇パラメータひいては所得弾力性の値を導
出した。
22)全世帯データを用いた場合プラス，勤労者世帯データを用いた場合マイナスの価格弾力
性が得られたケースに約2, 逆のケースに ez.,ez, es, e,, 伶，があった。
23) ここでは，スペースの都合のため，勤労者世帯データを適用したケースのみを示した。
24)ただし92年のフィットの悪さは， 2. 住居の寄与するところが大きいと考えられる。
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